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NY マーケットレポート（2018 年 1 月 9 日） 
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NY 市場レポート 
 

≪ NY 市場概況 ≫ 

 

NY 市場では、欧州市場から続いた円買いの動きが和らぎ、序盤のドル円・クロス円は底固い動きとなった。しかし、米求人件

数が予想に反して悪化したことや、日銀の量的金融緩和縮小の思惑が改めて材料視され、再び円買いが優勢となり、ドル円・ク

ロス円は軟調な動きとなった。午後には、円買いの動きも一服し、米主要株価が上げ幅を拡大したことや、米国債利回りの上昇

が続いたことから円が売られる動きとなり、ドル円・クロス円は値を戻した。 

 

 

 

ズマ大統領が辞任との憶測で南ア・ランドが急騰 

 

南ア・ランドは、ズマ大統領が辞任したとの憶測が広がったことに反応し、主要通貨に対して上昇した。ランド/円は、一時約

1％以上の上昇となったが、その後下落となった。 

 

ズマ大統領が自宅改修に公金を流用したとされる問題など、不祥事が絶えなかったことを背景に、南アフリカの与党・アフリカ

民族会議（ANC）の全国執行委員会が 10 日に開く会合で、ズマ大統領に 2019 年の任期終了前に退任を命じる提案が協議される。 

 

マーケットでは、ズマ大統領が辞任となった場合には、同様の反応となる可能性が指摘されており、会合の結果が注目される。

ただ、ズマ大統領の辞任は徐々に織り込まれているとの見方もあり、上昇後の動きには注意したい。また、辞任とならない場合

には、大きな下げとなる可能性も指摘されており、その場合にも注意が必要だろう。 

 

 

出所：総合分析チャート 
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11 月のユーロ圏 19ヵ国の失業率は 2009年 1 月以来の低水準 

 

EU 統計局は、ユーロ圏 19 ヵ国の 2017 年 11 月の失業率が 8.7％となり、前月から 0.1 ポイント改善したと発表した。2009 年 1

月以来の低水準となった。EU28 ヵ国の 11 月の失業率は 7.3％となり、前月から 0.1 ポイント改善し、2008 年 10 月以来の低水

準となった。欧州経済の好調さが雇用に反映していることが示される結果となった。 

 

主要国では、ドイツは 3.6％（前月 3.7％）、フランスは 9.2％（9.3％）、イタリアは 11.0％（11.1％）、オランダは 4.4％（4.5％）

と、いずれも前月から改善した。また、スペインは 16.7％（16.7％）、スウェーデンは 6.6％（6.6％）と横ばい、ユーロ圏内で

最悪のギリシャの最新の数字は 2017 年 9 月時点で 20.5％（20.7％）となり、前月から 0.2 ポイント改善した。 

 

 

出所：Bloomberg 

 

 

米 10年債利回りは、昨年 3月以来約 10ヵ月ぶりの高水準 

 

日銀が超長期債を対象とした国債買い入れを減額したことで世界的な量的金融緩和縮小が意識され、長期債を中心に米国債の売

りが先行した。米長期金利の指標となる 10 年債利回りは一時 2.55％まで上がり、昨年 3 月以来約 10 ヵ月ぶりの高水準となっ

た。 

 

 

出所：Bloomberg 
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米ダウ平均株価は、5 営業日連続で最高値を更新 

 

日本や欧州の株高を受けて買い安心感が広がり、主要株価は序盤から堅調な動きとなった。また、米主要企業の 10-12 月期決算

の発表開始を控え、好業績への期待感が出ていることも押し上げ要因となった。ダウ平均株価は、5営業日連続で最高値を更新

した。また、ナスダック、S&P500 は 6 営業日連続で最高値を更新した。 

 

 
出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILM が作成 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


